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  ＜重要なお知らせ＞ 

 

令和４年５月１９日   

 

特定事業者等の皆さまへ 

 

中国経済産業局 エネルギー対策課 

 

 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）に基づく特定事業者等の 

中長期計画書及び定期報告書等の提出について 

 

平素より省エネ法の施行にあたり、ご理解・ご協力をいただき誠にありがとうございます。 

「中長期計画書」、「定期報告書」の作成方法など、重要な情報、参考情報を下記のとお

りご連絡しますので必ず最後までお読みいただきますよう、お願いいたします。 

 

記 

 

１．中長期計画書、定期報告書の提出期限は、令和４年７月末日までです。 

 

２．中長期計画書（様式第８）について 

 ・中長期計画書（様式）が一部変更されています。必ず令和４年度（2022年度）提出用の

様式を新たにダウンロードして作成してください。 

 

【中長期計画書（様式第 8）の作成用のツール（エクセル）（省エネポータルサイト）】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/index.html#aa03 

 

【中長期計画書（様式第 8）の様式（省エネポータルサイト）】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/download/index.html 

 

【中長期計画書の記入要領（※後半に記載があります）（省エネポータルサイト）】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/data/kojo-

kinyuyoryo_v22.1.pdf 

 

 ※参考：中長期計画の提出頻度の軽減について 

・中長期計画の提出頻度の軽減の条件を満たしている事業者は中長期計画書の提出が免除さ

れます（提出することも可能です）。今年度中長期計画の提出免除を受ける事業者は要件を満

たしていることを再度確認してください。 

【中長期計画書の提出頻度について】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/report/index.html 

 

 

 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/index.html#aa03
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/download/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/data/kojo-kinyuyoryo_v22.1.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/data/kojo-kinyuyoryo_v22.1.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/report/index.html
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【省エネ法Ｑ＆Ａ（令和 2年 3月 31日版）】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/faq/index.html 

 

３．定期報告書（様式第９）について 

・定期報告書（様式）が一部変更されています。定期報告書の効率的かつ正確な作成をサポ

ートする「定期報告書作成支援ツール（アプリ版、エクセル版）」を公開していますので、必

ず令和４年度（2022年度）提出用のツールを新たにダウンロードしてください。作成支援ツ

ールには、報告書作成に必要な熱量換算係数、計算式や最新のＣＯ２排出係数を組み込んで

います。 

 

【定期報告書作成支援ツール】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/index.html#aa02 

 

【定期報告書の記入要領】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/data/kojo-

kinyuyoryo_v22.1.pdf 

 

４．ベンチマーク制度の改定について 

（１）「ソーダ工業」・「国家公務」・「データセンター業」・「圧縮ガス・液化ガス製造業」のベ

ンチマーク指標・水準が見直しまたは追加されます。 

 

  【ベンチマーク制度について】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/index.html#aa04 

 

【ベンチマーク制度の見直しとりまとめ】 

https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220324001/20220324001.html 

 

（２）中長期計画書は今年度提出分から、定期報告書は来年度提出分から改訂後のベンチマ

ーク指標・水準によりご報告ください。 

   

【今年度の報告方法】 

   中長期計画書：改定後のベンチマーク制度 

   定期報告書：改定前のベンチマーク制度 

 

 

５．便利な電子提出にご協力ください。 

中長期計画書、定期報告書の提出先は、中国経済産業局長及び実施している事業ごとに

事業に係る全ての所管省庁です。 

事業の区分は、特定第 3表の事業の細分類番号ごと、所管省庁は特定第 12表 1．に記載

の事業ごとの所管省庁です。 

提出先は「定期報告書・中長期計画書記入要領」の［別添資料１］を参照ください。 

（※注意：選任・解任届出書の提出先は中国経済産業局長のみです。） 

【中長期計画書・定期報告書記入要領の［別添資料１］】    

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-

tools/data/kojo-kinyuyoryo_v22.1.pdf 
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（１）電子報告システムによる提出（原則として電子提出をお願いします） 

・特定事業者等の中長期計画書・定期報告書・エネルギー管理者等の選解任届、特定荷主

の中長期計画書・定期報告書など多数の省エネ法関係の提出物および温対法関係の報告

書が電子提出できます。 

電子提出には２種類の方法(「省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム（EEGS）」、

「電子政府の総合窓口（e-Gov）」)がありますが、そのうち「省エネ法・温対法・フロン

法電子報告システム（EEGS）」を使えば、中長期計画書・定期報告書を１度に複数の官庁

への提出ができて大変便利です。 

 

 【省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム（EEGS）】 

  https://eegs.env.go.jp/eegs-report/login 

 

 【省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム（EEGS）の利用方法（概要）】 

  https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/system 

 

・電子報告システムの利用を希望される場合は、電子情報処理組織使用届出書（様式第

43）を中国経済産業局長あてに１部ご提出ください（※既に過去にご提出済みの事業者

は、毎年度提出する必要はありません）。「省エネ法・温対法電子報告システム」のアクセ

スキー及び「e-Gov」のＩＤとパスワードを書面にて通知します。 

【電子情報処理組織使用届出書（様式第 43）】  

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/download/index.html 

 

（２）紙媒体（郵送）による提出 

①提出部数は、中国経済産業局及び所管省庁ごとに 1 部ずつです。なお、中国経済産業

局受付の控えの送付を希望する場合は、返信に必要な切手を貼付した返信用封筒を同

封の上、正副計 2部（提出用、返送用）を提出してください。 

 

②紙媒体（郵送）で提出される場合は、DVD等の光ディスクの提出は不要です。 

 

（３）光ディスクによる提出 

・光ディスク提出票（様式第 42）に必要事項を記入し、光ディスクに添付することで光

ディスクによる電子データでの提出も可能です。 

 

 

６．エネルギー管理統括者（企画推進者）選任・解任届出書（様式第 4）、エネルギー管理者

（管理員）選任・解任届出書（様式第 7）について 

（１）人事異動等の事由により、エネルギー管理統括者等を選任・解任した場合は、届出書

の提出が必要です。選任・解任した日以降から最初の７月末日までに選任・解任届出書

を提出することとなっています。 

 

【選任・解任届出書の様式】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/download/index.html 

 



4 

 

 

 

 

（２）エネルギー管理企画推進者、エネルギー管理者、エネルギー管理員の選任には資格要

件があります。資格取得の試験、講習会等は年に 1～2回と限られた開催で、しかも申し

込みから資格取得まで数か月かかりますので計画的な取得に努めてください。 

   【資格要件について】

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/procedure/index.html 

 

（３）今後の情勢の変化により、講習が中止・延期される場合、その他留意事項等の連絡等

は、省エネルギーセンターホームページ上で告知しますので、定期的に確認してくださ

い。 

【一般財団法人 省エネルギーセンター】 

https://www.eccj.or.jp/ 

 

７．省エネ法にかかるＱ＆Ａについて 

・省エネ法にかかるＱ＆Ａが資源エネルギー庁のホームページに掲載されています。 

【省エネ法Ｑ＆Ａ（令和2年3月31日版）】 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/faq/index.html 

 

８．令和３年度の省エネ法説明会について 

 ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、昨年度は動画配信での周知となりま

したが、今年度は通常開催を予定しております。詳細は、後日当局HP等でご案内する予定

です。 

 

■定期報告書等の提出先及び本件にかかるお問合せ先 

中国経済産業局 資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

〒730-8531 広島市中区上八丁堀 6-30 

TEL：082-224-5741 

メールアドレス：cgk-shoene@meti.go.jp 

 


